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【削減状況の自己評価】
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⑤

達成率等

指標の状況

ベンチマーク

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

関連数値(令和 3対象事業の名称

基準年度

（該当事業者のみ記入）

3 ）年度

ベンチマーク指標

ｔCO2

年度)

高梁ネットワークセンター　成羽町事務所 668

令和 3 箇年度）

未達達成2.5

① 津山ネットワークセンター　神戸事務所

目標削減率

1,074

7

）年度削減実績

計画期間：

④ 岡山ネットワークセンター

⑥

② 岡山ネットワークセンター　福成事務所

5

目標年度(

本票作成

分類
コード

事業の
概　要

④

部署名：

番号

③CO2換算3,000t以上

33

倉敷市中庄2293番地の2

（●工場等の数 9 所 ●車両台数（②該当の場合）

津山市神戸304番地の2

岡山市北区青江2丁目6番51号

台）

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

3

（令和

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

③ 倉敷ネットワークセンター　船倉町事務所 倉敷市船倉町1275番地の4

中国電力ネットワーク株式会社
730-8702

業種名：電気業

電気事業　従業員数：908人（令和４年３月末現在）

ｔCO2

岡山ネットワークセンター　福成事務所 岡山市南区福成3丁目4番11号

岡山ネットワークセンター

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

8,034

②

ｔCO2

)年度排出量

8,916

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種

県内の
主　な
工場等

津山ネットワークセンター　神戸事務所

広島県広島市中区小町4-33

業務部　総務グループ

高梁ネットワークセンター　成羽町事務所 高梁市成羽町下原195番地

倉敷ネットワークセンター

①燃料等原油換算1,500kℓ以上特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

〇省エネの取り組み等により、電気使用量減（△247MWh）となり、約130t-CO2の削減効果。
〇前年度と比較して、ＳＦ６ガスの取扱量が減少したことにより、
　ＳＦ６排出量について、△487t-CO2（△11%）減となった。
〇このほか電気事業者の排出係数減による影響（約△200t-CO2）があるが、
　適切に削減の取り組みが実施されていると評価。
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温室効果ガス
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温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容
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③ 倉敷ネットワークセンター　船倉町事務所
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9.9
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倉敷ネットワークセンター
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【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

【推進体制】

再生可能エネルギーによる発電設備の系統連系の申込みに対する手続きを速やかに行
うとともに、計画的に系統連系工事を実施するなど、導入拡大に取り組んでいる。

隠岐諸島においてハイブリッド蓄電池システムの安定運転を実施。
有　

　 無
県内で
の取組

　 無

その他

その他

県内で
の取組

○地球温暖化防止に向けて，民生部門の取り組みがますます重要になっていることを踏まえ、「エ
コ・オフィス実践行動プラン」・「エコ・ライフ実践行動プラン」により、日常業務・生活に密着し
た省エネルギー、省資源・リサイクル活動を中国電力グループ全体で実施している。

工場等の名称

〇社長が環境管理の最高責任者として全社の環境管理を統括し、担当役員が全社環境管理推進者とし
て運用管理を実施した。各事業所では、統括ネットワークセンター所長が環境管理を統括し、環境管
理推進者（副所長）が中心となって、全社的な環境管理の仕組みを定めた「環境管理規程」および
「環境管理取扱細則」に基づき、環境管理活動を実施。
〇省エネ法に基づき、担当役員をエネルギー管理統括者とした体制を整備しており、省エネの取り組
みを推進した。

有　

実施した措置及び今後の取組の内容

全体

全体

（令和３年度実施分）
〇中国電力グループ「エコ・オフィス実践行動プラン」※に基づき、省エネ
および温室効果ガス排出量の抑制の取り組みを実施。
　※以下の取り組みを実施
　・空調設備の機器更新および稼働時間の制限。
　・照明の部分消灯、ＬＥＤ化、不要時消灯徹底。
　・温水洗浄便座の暖め、温水機能の停止。
〇高性能ガス回収装置使用による、遮断器点検・取替時のＳＦ6ガスの排出
抑制および再利用を実施し、2021年度の回収率は当社全体として、点検時
99.9%、廃棄時99.4%となりました。

（今後実施予定分）
〇オフィス電気使用量低減に向けて、引き続き「エコ・オフィス実践行動プ
ラン」に基づいた取り組みを実施する。

〇ＳＦ６ガス排出量について、電気事業連合会の「電気事業におけるＳＦ６
排出抑制に関する自主行動計画」に基づき、保有量・排出量を年次管理し、
再利用を推進するとともに、排出抑制に努める。


